
農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要

ha

ha

ha

（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

地域名
（地域内農業集落名）

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してくださ
い。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

清水地区

（船越・南矢部・北矢部・村松原・村松中・村松南・妙音寺・宮加三・追分・辻・入江・入江岡・上清
水・下清水（北、南））

協議の結果を取りまとめた年月日
令和7年9月30日

（第３回）

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

　柑橘や施設野菜（イチゴ）の生産を中心に地域の農業を担う者（担い手）がより耕作しやすい状況を整えるた
め、基盤整備や農地の集積・集約を推進しながら、地域の農業を担う者を地域内に限らず確保する。

区域内の農用地等面積

　農振農用地区域内の農地（青地）を農業上の利用が行われる区域とする。

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。

　清水地区は基盤整備地（矢部地区）を中心に柑橘や施設野菜（イチゴ）の生産が盛んに行われている地区
で、地区内の認定農業者の平均年齢は67.8歳と、市内の他地区と比較するとやや高めである。担い手の高齢
化や減少は顕著であり、将来的な担い手の確保（特に新規就農者の確保や育成）は、解決すべき大きな課題
である。
　このような中、地区内の船越地区では大規模な基盤整備事業が進められており、農地の集積や集約のほ
か、新たな担い手の確保・育成に向けた環境が整う予定である。
　一方、耕作がされていない農地が存在することも事実であり、意欲ある担い手に対して集積・集約を図ってい
く必要がある。
【地域の基礎データ】
認定農業者：13経営体（個人11経営体、法人２経営体）　　主な作物：柑橘、施設野菜（イチゴ）など

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積

－

126.22

189.09

参考様式第５－１号

静岡市長　難波　喬司

静岡市市町村名
(市町村コード) （　221007　）

07 静 経 農 農 利 第 324 号

令 和 7 年 10 月 2 日



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

　地域内での農作業の効率化を図り、遊休農地の発生を抑止するため、作業の分担や委託に向けた連携に
ついて検討する。

　市やJAと連携し、地域内に限らず地域外からも多様な経営体を募集し、栽培技術の習得や農地のあっせ
ん、相談から就農、定着までの切れ目のない支援体制の構築をする。

（１）農用地の集積、集約化の方針

　農地中間管理機構関連農地整備事業を活用した、農地の大区画化や経営作物の転換に向けた基盤整備に
ついて、担い手のニーズの把握及び情報共有しながら実施に向け進めていく。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

（３）基盤整備事業への取組方針

（２）農地中間管理機構の活用方針

　農地中間管理機構を活用し、認定農業者や新規就農者、中堅農業者（半農半X等）等の担い手を中心に農
地の集積や集約を進めていく。

　地域全体の農地を農地中間管理機構に貸し付け、また、担い手の経営意向を考慮し、段階的な集約化を目
指す。

①　鳥獣被害を最小限に抑えるため、防護柵や電気柵の設置を進める。
⑤　柑橘の生産基盤を将来に継承していくため、担い手の確保や育成について行政やＪＡと連携して検討し推
進する。
⑦　市街化区域と近接する農地も多く、災害や鳥獣被害発生の防止という観点から、農地の適切な保全や管
理についての共通認識を図っていく。また、一体的な防止策を行っていく。
⑩　農作業の効率化や機械化による省力化を図るため、園内道の整備などを検討・推進する。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

【選択した上記の取組方針】

③スマート農業 ④畑地化・輸出等

⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他



農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要
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ha

（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

参考様式第５－１号

静岡市長　難波　喬司

静岡市市町村名
(市町村コード) （　221007　）

07 静 経 農 農 利 第 324 号

令 和 7 年 10 月 2 日

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

　有度地区で古くから生産されている柑橘や茶の生産基盤の維持を図るため、地域の農業を担う担い手を地
域内に限らず確保していく。
　また、現在の担い手の耕作地が分散している状況から、それらの担い手がより耕作しやすい状況を整えるた
め、基盤整備や農地の集積や集約を推進する。

区域内の農用地等面積

　農振農用地区域内の農地（青地）を農業上の利用が行われる区域とする。

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。

　有度地区における認定農業者の平均年齢は65.1歳であり、他地区と比較するとやや低めではあるが、75歳
以上の高齢層も一定数おり、将来を見据えると新規就農者の確保や育成は喫緊の課題である。
　このため、地域農業を担う担い手が効率的で安定的な収入を得られる農業経営を実現するため、農地の集
積や集約のほか、基盤整備の実施について等、地域全体で検討していく必要がある。
【地域の基礎データ】認定農業者15経営体（個人14経営体、法人１経営体）　主な作物：茶、柑橘等

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積

－

59.47

73.54

地域名
（地域内農業集落名）

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してくださ
い。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

有度地区

（吉川・七ツ新屋・長崎新田・長崎・楠・楠新田・中之郷・谷田・一里山・草薙街道・草薙
奥・上原・馬走・有東坂・渋川・北脇・北脇新田・堀込）

協議の結果を取りまとめた年月日
令和7年9月30日

（第３回）



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

①　イノシシやシカ、ハクビシン等の獣害を最小限に抑えるため、防護柵や電気柵の設置のほか、それら動物
の捕獲ができる人材の確保・育成を進める。
⑤　有度地区では古くから柑橘の生産も盛んに行われてきたが、それを将来に継承していくための担い手の
確保について、行政やＪＡと連携して進めていく。
⑦　市街化区域と近接する農地も数多く存在する有度地区において、農地の適切な保全や管理についての共
通認識を図っていく。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

【選択した上記の取組方針】

③スマート農業 ④畑地化・輸出等

⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他

（２）農地中間管理機構の活用方針

　農地中間管理機構を活用し、認定農業者や新規就農者、中堅農業者（半農半X等）等の担い手を中心に農
地の集積や集約を進めていく。

　地域全体の農地を農地中間管理機構に貸し付け、また、担い手の経営意向を考慮し、段階的な集約化を目
指す。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

　地域内での農作業の効率化を図り、遊休農地の発生を抑止するため、作業の分担や委託に向けた連携に
ついて検討する。

　市やJAと連携し、地域内に限らず地域外からも多様な経営体を募集し、栽培技術の習得や農地のあっせ
ん、相談から就農、定着までの切れ目のない支援体制の構築をする。

（１）農用地の集積、集約化の方針

　農地中間管理機構関連農地整備事業を活用した、農地の大区画化や経営作物の転換に向けた基盤整備に
ついて、担い手のニーズの把握及び情報共有しながら実施に向け進めていく。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

（３）基盤整備事業への取組方針



農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要
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ha

ha

（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

地域名
（地域内農業集落名）

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してくださ
い。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

駒越地区

（駒越西・駒越東・増・蛇塚）

協議の結果を取りまとめた年月日
令和7年9月30日

（第３回）

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

　生産基盤の維持を図るため、今後も農業上の利用が可能な農地を中心に地域の農業の担い手を地域内に
限らず確保していく。また、担い手がより耕作しやすい状況を整えるため、農用地かつ平坦な農地を中心に集
積・集約を進める。

区域内の農用地等面積

　農振農用地区域内の農地（青地）を農業上の利用が行われる区域とする。

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。

　駒越地区はイチゴや枝豆など、施設野菜を中心とした生産が行われている地区であり、地区内の認定農業
者の平均年齢は66.6歳である。これは、市内の他地区における認定農業者の平均年齢と比較するとやや高く
なっている。
　地区内の農地は沿岸部と国道150号線を境にした内陸部に大別されるが、農業振興地域内農用地区域内農
地（青地）は沿岸部に多く広がっており、場所によっては整地や整備を行うことで新規就農者が参入することが
できる農地を確保できる可能性がある。一方、内陸部の急傾斜地では生産効率の低さや作業が困難であるこ
とを理由に農業を辞めてしまう農業者もいる。
　地区全体としては、後継者が不足している中で高齢化も進行しており、新たな担い手の確保は大きな課題で
あるとの認識の下、県の”がんばる新農業人支援事業”を活用した新規就農者の育成事業にも取り組んでい
る。
【地域の基礎データ】
認定農業者：32経営体（個人32経営体）　　主な作物：施設野菜（イチゴ・枝豆など）、露地野菜

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積

－

58.74

60.60

参考様式第５－１号

静岡市長　難波　喬司

静岡市市町村名
(市町村コード) （　221007　）

07 静 経 農 農 利 第 324 号

令 和 7 年 10 月 2 日



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

農作業の効率化と遊休農地の適切な管理のため、農作業委託を受ける者について地域内外で連携を進めて
いく。

　市やJAと連携し、地域内に限らず地域外からも多様な経営体を募集し、栽培技術の習得や農地のあっせ
ん、相談から就農、定着までの切れ目のない支援体制の構築をする。

（１）農用地の集積、集約化の方針

　農地中間管理機構関連農地整備事業を活用した、農地の大区画化や経営作物の転換に向けた基盤整備に
ついて、担い手のニーズの把握及び情報共有しながら実施に向け進めていく。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

（３）基盤整備事業への取組方針

（２）農地中間管理機構の活用方針

　農地中間管理機構を活用し、認定農業者や新規就農者、中堅農業者（半農半X等）等の担い手を中心に農
地の集積や集約を進めていく。

　地域全体の農地を農地中間管理機構に貸し付け、また、担い手の経営意向を考慮し、段階的な集約化を目
指す。

①　イノシシや、ハクビシン等の獣害を最小限に抑えるため、防護柵や電気柵の設置を進める。
⑦　市街化区域と近接する農地も多く、災害や鳥獣被害発生の防止という観点から、農地の適切な保全や管
理についての共通認識を図っていく。また、一体的な防止策を行っていく。
⑩　農作業の効率化や機械化による省力化を図るため、園内道の整備などを検討・推進する。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

【選択した上記の取組方針】

③スマート農業 ④畑地化・輸出等

⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他



農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要
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ha

（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

参考様式第５－１号

静岡市長　難波　喬司

静岡市市町村名
(市町村コード) （　221007　）

07 静 経 農 農 利 第 324 号

令 和 7 年 10 月 2 日

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

　生産基盤の維持を図るため、今後も農業上の利用が可能な農地を中心に地域の農業の担い手を地域内に
限らず確保していく。また、トマトなどの施設野菜の生産において担い手がより耕作しやすい状況を整えるた
め、農用地を中心に集積・集約を進める。

区域内の農用地等面積

　農振農用地区域内の農地（青地）を農業上の利用が行われる区域とする。

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。

　三保半島をエリアとする三保地区は、徳川家康が好んだとされる「折戸なす」の生産が行われるなど、古くか
ら農業が行われてきた地区である。現在では、トマトなどの施設野菜の生産が中心に行われ、地区内の認定
農業者の平均年齢は59.9歳と市内の他地区と比較しても年齢層は低く、意欲ある担い手も多いが、後継者の
いない農業者の高齢化による担い手の減少も見受けられる。このことから、地域の農業を守り、維持していくた
め、新たな担い手の確保・育成に向けた取り組みも行われている。
　一方、世界文化遺産・富士山の構成資産の１つとして登録されている「三保松原」を中心に地区内には多く
の”松”が植えられており、その葉による施設の損傷や、松葉による日照の遮断、木・落葉の処分に要する負
担など、松が地区の農業に与える影響は大きなものがある。また、地区内の農地所有者のおよそ６割は非農
家であり、将来的な農地の利活用の方向性が不透明であることは地区が抱える大きな課題である。
【地域の基礎データ】　認定農業者　22経営体（個人20、法人２）　　主な作物：施設野菜（トマト・エダマメ）など

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積

－

45.45

46.60

地域名
（地域内農業集落名）

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してくださ
い。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

三保地区

（三保一区～四区・宮方・折戸西・折戸東・塚間）

協議の結果を取りまとめた年月日
令和7年9月30日

（第３回）



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

①　ハクビシン、タヌキ等の獣害を最小限に抑えるため、防護柵や電気柵の設置を進める。
⑦　市街化区域と近接する農地も多く、災害や鳥獣被害発生の防止という観点から、農地の適切な保全や管
理についての共通認識を図っていく。また、一体的な防止策を行っていく。
⑩　農作業の効率化や機械化による省力化を図るため、園内道の整備や小規模の基盤整備について検討す
る。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

【選択した上記の取組方針】

③スマート農業 ④畑地化・輸出等

⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他

（２）農地中間管理機構の活用方針

　農地中間管理機構を活用し、認定農業者や新規就農者、中堅農業者（半農半X等）等の担い手を中心に農
地の集積や集約を進めていく。

　地域全体の農地を農地中間管理機構に貸し付け、また、担い手の経営意向を考慮し、段階的な集約化を目
指す。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

　農作業の効率化と遊休農地の適切な管理のため、農作業委託を受ける者について地域内外で連携を進め
ていく。

　市やJAと連携し、地域内に限らず地域外からも多様な経営体を募集し、栽培技術の習得や農地のあっせ
ん、相談から就農、定着までの切れ目のない支援体制の構築をする。

（１）農用地の集積、集約化の方針

　農地中間管理機構関連農地整備事業を活用した、農地の大区画化や経営作物の転換に向けた基盤整備に
ついて、担い手のニーズの把握及び情報共有しながら実施に向け進めていく。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

（３）基盤整備事業への取組方針



農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要

ha

ha

ha

（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

地域名
（地域内農業集落名）

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してくださ
い。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

高部地区

（梅ヶ谷・柏尾・押切・大内新田・能島・大内・鳥坂）

協議の結果を取りまとめた年月日
令和7年9月30日

（第３回）

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

　高部地区で生産されている野菜や柑橘などの作物の生産基盤の維持を図るため、地域の農業の担い手を
地域内に限らず確保していく。
　また、担い手がより耕作しやすい状況を整えるため、農用地を中心に集約・集積を進める。

区域内の農用地等面積

　農振農用地区域内の農地（青地）を農業上の利用が行われる区域とする。

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積

－

72.73

73.20

　高部地区における認定農業者の平均年齢は65.4歳であり市内の認定農業者と比較するとやや高く、75歳以
上の農業者もおり、将来を見据えると新規就農者の確保や育成は喫緊の課題である。
　地区内の農地は平坦な農地もあるが、山間部の農地が多く急傾斜地などでは放棄されている農地も散見さ
れる。
　このため、地域農業を担う担い手が効率的で安定的な収入を得られる農業経営を実現するため、農地の集
積、集約について、地域全体で検討していく必要がある。
　また、令和４年９月に見舞われた台風被害を受け、土砂崩れによる農業の廃止や排水の不備が未だに続い
ていることや、地区全体としてイノシシやシカをはじめとした鳥獣被害があり、農業経営へ悪影響をもたらして
いる。
【地域の基礎データ】認定農業者：11名（個人11名）　主な作物：野菜、柑橘

参考様式第５－１号

静岡市長　難波　喬司

静岡市市町村名
(市町村コード) （　221007　）

07 静 経 農 農 利 第 324 号

令 和 7 年 10 月 2 日



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

　農作業の効率化と遊休農地の適切な管理のため、農作業委託を受ける者について地域内外で連携を進め
ていく。

　市やJAと連携し、地域内に限らず地域外からも多様な経営体を募集し、栽培技術の習得や農地のあっせ
ん、相談から就農、定着までの切れ目のない支援体制の構築をする。

（１）農用地の集積、集約化の方針

　農地中間管理機構関連農地整備事業を活用した、農地の大区画化や経営作物の転換に向けた基盤整備に
ついて、担い手のニーズの把握及び情報共有しながら実施に向け進めていく。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

（３）基盤整備事業への取組方針

（２）農地中間管理機構の活用方針

　農地中間管理機構を活用し、認定農業者や新規就農者、中堅農業者（半農半X等）等の担い手を中心に農
地の集積や集約を進めていく。

　地域全体の農地を農地中間管理機構に貸し付け、また、担い手の経営意向を考慮し、段階的な集約化を目
指す。

①　イノシシやシカ等の鳥獣被害を最小限に抑えるため、防護柵や電気柵の設置を進める。
⑦　市街化区域と近接する農地も多く、災害や鳥獣被害発生の防止という観点から、農地の適切な保全や管
理についての共通認識を図っていく。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

【選択した上記の取組方針】

③スマート農業 ④畑地化・輸出等

⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他



農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要

ha

ha

ha

（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

参考様式第５－１号

静岡市長　難波　喬司

静岡市市町村名
(市町村コード) （　221007　）

07 静 経 農 農 利 第 324 号

令 和 7 年 10 月 2 日

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

　飯田地区で生産されている作物の生産基盤の維持を図るため、地域の農業の担い手を地域内に限らず確
保していく。
　また、担い手がより耕作しやすい状況を整えるため、農用地を中心に集約・集積を進める。

区域内の農用地等面積

　農振農用地区域内の農地（青地）を農業上の利用が行われる区域とする。

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積

－

36.60

37.65

　飯田地区における認定農業者の平均年齢は66.5歳であり市内の認定農業者と比較するとやや高く、75歳以
上の農業者もおり、将来を見据えると新規就農者の確保や育成は喫緊の課題である。
　地区内の農地は山間部の農地が多く急傾斜地などでは放棄されている農地も散見されるほか、地区全体と
してイノシシやシカをはじめとした鳥獣被害の影響が深刻である。
【地域の基礎データ】認定農業者：７名（個人６名　、法人１名）　主な作物：柑橘、花木

地域名
（地域内農業集落名）

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してくださ
い。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

飯田地区

（高橋町・天王町・山原・下野・蜂ヶ谷・石川・八坂町）

協議の結果を取りまとめた年月日
令和7年9月30日

（第３回）



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

①　イノシシやシカ等の鳥獣被害を最小限に抑えるため、防護柵や電気柵の設置を進める。
⑦　市街化区域と近接する農地も多く、災害や鳥獣被害発生の防止という観点から、農地の適切な保全や管
理についての共通認識を図っていく。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

【選択した上記の取組方針】

③スマート農業 ④畑地化・輸出等

⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他

（２）農地中間管理機構の活用方針

　農地中間管理機構を活用し、認定農業者や新規就農者、中堅農業者（半農半X等）等の担い手を中心に農
地の集積や集約を進めていく。

　地域全体の農地を農地中間管理機構に貸し付け、また、担い手の経営意向を考慮し、段階的な集約化を目
指す。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

　農作業の効率化と遊休農地の適切な管理のため、農作業委託を受ける者について地域内外で連携を進め
ていく。

　市やJAと連携し、地域内に限らず地域外からも多様な経営体を募集し、栽培技術の習得や農地のあっせ
ん、相談から就農、定着までの切れ目のない支援体制の構築をする。

（１）農用地の集積、集約化の方針

　農地中間管理機構関連農地整備事業を活用した、農地の大区画化や経営作物の転換に向けた基盤整備に
ついて、担い手のニーズの把握及び情報共有しながら実施に向け進めていく。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

（３）基盤整備事業への取組方針



農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要

ha

ha

ha

（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

参考様式第５－１号

静岡市長　難波　喬司

静岡市市町村名
(市町村コード) （　221007　）

07 静 経 農 農 利 第 324 号

令 和 7 年 10 月 2 日

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

　地区内に複数存在する基盤整備地を中心に清水を代表する作物である柑橘の生産を軸に、古くから盛んに
生産されている茶のほか、昨今、生産者が増えている樒や榊などの花木の生産により将来を担う新たな担い
手の育成を進めていく。このほか、基盤整備地以外でも平坦な農地については、収益性の高いイチゴの生産
者も確保・育成していく。
　なお、担い手の耕作地が分散している状況もあるため、それらの担い手がより耕作しやすい状況を整えるた
め、小規模の基盤整備事業の活用も視野に入れ、農地の集積や集約を推進していく。

区域内の農用地等面積

　農振農用地区域内の農地（青地）を農業上の利用が行われる区域とする。
  以下の農地における営農型太陽光発電事業の実施について、協議の場（令和７年９月10日実施）において、地域計画の
区域内の農地の効率的かつ総合的な利用に支障がないことを確認した。
・静岡市清水区庵原町860-15　  446㎡
・静岡市清水区庵原町860-16 　 446㎡
・静岡市清水区庵原町860-17　  565㎡
・静岡市清水区庵原町860-18　  141㎡
注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。

　庵原地区は清水区内において、農業が盛んに行われている地区の１つであり、地区内の認定農業者の平均
年齢は62.1歳である。生産意欲の高い担い手が多い地区でもあるほか、基盤整備地を有効活用した柑橘生産
が盛んに行われている。
　その一方で、担い手の高齢化は庵原地区でも進んでおり、耕作されない農地が今後増えていくことが懸念さ
れている。また、鳥獣被害も他の地区と同じように深刻であるため、その対策も必要となっている。
【地域の基礎データ】認定農業者：92名（個人89経営体、法人３経営体）　主な作物：柑橘、茶、花木、施設野菜
等

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積

－

668.90

810.75

地域名
（地域内農業集落名）

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してくださ
い。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

庵原地区

（草ヶ谷・尾羽・山切・庵原第１～３・原・伊佐布・吉原・杉山・広瀬・茂畑）

協議の結果を取りまとめた年月日
令和7年9月30日

（第３回）



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

①　イノシシやシカ、ハクビシン等の獣害を最小限に抑えるため、防護柵や電気柵の設置のほか、それら動物
の捕獲ができる人材の確保・育成を進める。
⑤　庵原地区では盛んに行われている柑橘の生産について、それを将来に継承していくための担い手の確保
について、行政やＪＡと連携して進めていく。
⑦　市街化区域と接する農地も数多く存在する。このような農地を効率的に活用しながら安定した収益を確保
するため、施設野菜（イチゴ等）の生産を促進する取り組みの方向も検討する。
⑧　柑橘生産においては貯蔵施設は必須である。地域の複数の農業者が共同で利活用できる施設の設置に
向けた検討や調整も進めていく。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

【選択した上記の取組方針】

③スマート農業 ④畑地化・輸出等

⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他

（２）農地中間管理機構の活用方針

　農地中間管理機構を活用し、認定農業者や新規就農者、中堅農業者（半農半X等）等の担い手を中心に農
地の集積や集約を進めていく。

　地域全体の農地を農地中間管理機構に貸し付け、また、担い手の経営意向を考慮し、段階的な集約化を目
指す。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

　地域内での農作業の効率化を図り、遊休農地の発生を抑止するため、作業の分担や委託に向けた連携に
ついて検討する。

　市やJAと連携し、地域内に限らず地域外からも多様な経営体を募集し、栽培技術の習得や農地のあっせ
ん、相談から就農、定着までの切れ目のない支援体制の構築をする。

（１）農用地の集積、集約化の方針

　農地中間管理機構関連農地整備事業を活用した、農地の大区画化や経営作物の転換に向けた基盤整備に
ついて、担い手のニーズの把握及び情報共有しながら実施に向け進めていく。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

（３）基盤整備事業への取組方針



農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要

ha

ha

ha

（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

地域名
（地域内農業集落名）

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してくださ
い。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

袖師地区

（西久保・横砂・上嶺・下嶺）

協議の結果を取りまとめた年月日
令和7年9月30日

（第３回）

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

　袖師地区で昔から生産されている柑橘の生産基盤の維持や、収益性の高い施設野菜（イチゴ）等による地
域の農業を担う担い手を地域内に限らず確保していく。
　また、現在の担い手の耕作地が分散している状況から、それらの担い手がより耕作しやすい状況を整えるた
め、基盤整備や農地の集積や集約を推進する。

区域内の農用地等面積

　農振農用地区域内の農地（青地）を農業上の利用が行われる区域とする。

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。

　袖師地区における認定農業者の平均年齢は59.2歳であり、他地区と比較しても年齢層としては低い。その一
方で、75歳以上の高齢層もいる中において、将来を見据えると新規就農者の確保や育成、農地の集積や集約
は避けて通ることのできない課題である。
　袖師地区は市街化区域と隣接した農地も多いほか、急傾斜地の農地は耕作が困難となっている箇所も見受
けられる。このような農地を将来的にどのようにしていくのか、といった点についても検討を重ねる必要があ
る。
【地域の基礎データ】認定農業者：２名（個人２名）　主な作物：柑橘、施設野菜、花き等

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積

－

22.01

24.50

参考様式第５－１号

静岡市長　難波　喬司

静岡市市町村名
(市町村コード) （　221007　）

07 静 経 農 農 利 第 324 号

令 和 7 年 10 月 2 日



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

　地域内での農作業の効率化を図り、遊休農地の発生を抑止するため、作業の分担や委託に向けた連携に
ついて検討する。

　市やJAと連携し、地域内に限らず地域外からも多様な経営体を募集し、栽培技術の習得や農地のあっせ
ん、相談から就農、定着までの切れ目のない支援体制の構築をする。

（１）農用地の集積、集約化の方針

　農地中間管理機構関連農地整備事業を活用した、農地の大区画化や経営作物の転換に向けた基盤整備に
ついて、担い手のニーズの把握及び情報共有しながら実施に向け進めていく。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

（３）基盤整備事業への取組方針

（２）農地中間管理機構の活用方針

　農地中間管理機構を活用し、認定農業者や新規就農者、中堅農業者（半農半X等）等の担い手を中心に農
地の集積や集約を進めていく。

　地域全体の農地を農地中間管理機構に貸し付け、また、担い手の経営意向を考慮し、段階的な集約化を目
指す。

①　イノシシやシカ、ハクビシン等の獣害を最小限に抑えるため、防護柵や電気柵の設置のほか、それら動物
の捕獲ができる人材の確保・育成を進める。
⑤　袖師地区では古くから柑橘の生産も盛んに行われてきたが、それを将来に継承していくための担い手の
確保について、行政やＪＡと連携して進めていく。
⑦　市街化区域と近接する農地も数多く存在するため、限られた面積で収益性の高い作物を生産するための
取り組みを検討する。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

【選択した上記の取組方針】

③スマート農業 ④畑地化・輸出等

⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他



農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要

ha

ha

ha

（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

参考様式第５－１号

静岡市長　難波　喬司

静岡市市町村名
(市町村コード) (221007)

07 静 経 農 農 利 第 324 号

令 和 7 年 10 月 2 日

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

区域内の農用地等面積

　農振農用地区域内の農地（青地）を農業上の利用が行われる区域とする。

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積

ー

176.50

176.54

　興津地区における認定農業者の平均年齢は63.1歳であり、市全体の認定農業者の平均年齢とほぼ同じであ
る。しかし、後継者不足は明らかで将来を見据えると新規就農者の確保と育成は喫緊の課題である。
　地区内の農地は長山土地改良区をはじめとした平坦な農地がみられる。一方で山間部の農地は急傾斜地
が多く、そこでは放棄された農地も多く発生している。また、地区全体としてイノシシ、シカをはじめとした鳥獣
被害の影響がある。
【地域の基礎データ】認定農業者：13名（個人13経営体）、主な作物：柑橘

　興津地区で主に生産されている柑橘の生産基盤の維持を図るため、今後も農業上の利用が可能な農地を
中心に地域の農業の担い手を地域内に限らず確保していく。また、担い手がより耕作しやすい状況を整えるた
め、農用地かつ平坦な農地を中心に集積・集約を進める。山間部については現在耕作がされている農地を守
りつつ必要な保全管理を進める。

地域名
（地域内農業集落名）

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してくださ
い。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

興津地区

（興津清見寺町、興津本町、興津中町、八木間町、谷津町、興津東町、興津井上町、承元寺町）

協議の結果を取りまとめた年月日
令和7年9月30日

（第３回）



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

①イノシシや、シカ等の獣害を最小限に抑えるため、防護柵や電気柵の設置のほか、それら動物の捕獲がで
きる人材の確保・育成を進める。
⑦市街化区域と近接する農地も多く、災害や鳥獣被害発生の防止という観点から、農地の適切な保全や管理
についての共通認識を図っていく。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

【選択した上記の取組方針】

③スマート農業 ④畑地化・輸出等

⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他

（２）農地中間管理機構の活用方針

　農地中間管理機構を活用し、認定農業者や新規就農者、中堅農業者（半農半X等）等の担い手を中心に農
地の集積や集約を進めていく。

　地域全体の農地を農地中間管理機構に貸し付け、また、担い手の経営意向を考慮し、段階的な集約化を目
指す。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

　農作業の効率化と遊休農地の適切な管理のため、農作業委託を受ける者について地域内外で連携を進め
ていく。

　市やJAと連携し、地域内に限らず地域外からも多様な経営体を募集し、栽培技術の習得や農地のあっせ
ん、相談から就農、定着までの切れ目のない支援体制の構築をする。

（１）農用地の集積、集約化の方針

　農地中間管理機構関連農地整備事業を活用した、農地の大区画化や経営作物の転換に向けた基盤整備に
ついて、担い手のニーズの把握及び情報共有しながら実施に向け進めていく。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

（３）基盤整備事業への取組方針



農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要

ha

ha

ha

（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

参考様式第５－１号

静岡市長　難波　喬司

静岡市市町村名
(市町村コード) (221007)

07 静 経 農 農 利 第 324 号

令 和 7 年 10 月 2 日

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

区域内の農用地等面積

　農振農用地区域内の農地（青地）を農業上の利用が行われる区域とする。

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積

ー

200.76

200.76

　小島地区における認定農業者の平均年齢は64.4歳であり、市内の認定農業者の平均年齢とほぼ同じであ
る。しかし、後継者が不足していることから将来を見据えると新規就農者の確保と育成は喫緊の課題である。
　地区内の農地は加瀬沢土地改良区をはじめとした平坦な農地もあるが、その一方で山間部の農地は急傾斜
地が多く、耕作放棄された農地も多く発生しているだけでなく、全体としてイノシシ、シカをはじめとした鳥獣被
害の影響を大きく受けている。
　【地域の基礎データ】認定農業者：個人11名、主な作物：柑橘

　小島地区で生産されている柑橘の生産基盤の維持を図るため、今後も農業上の利用が可能な農地を中心
に地域の農業の担い手を地域内に限らず確保していく。また、担い手がより耕作しやすい状況を整えるため、
農用地のうち農業上の利用が可能な農地を中心に集積・集約を進める。山間部については現在耕作がされて
いる農地を守りつつ必要な保全管理を進める。

地域名
（地域内農業集落名）

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してくださ
い。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

小島地区

（後山古住田・宍原・坂本・瀬戸・中部・南部・但沼・立花・小島）

協議の結果を取りまとめた年月日
令和7年9月30日

（第３回）



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

①イノシシや、シカ等の獣害を最小限に抑えるため、防護柵や電気柵の設置を進める。
⑦住宅地と近接する農地も多く、災害や鳥獣被害発生の防止という観点から、農地の適切な保全や管理につ
いての共通認識を図っていく。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

【選択した上記の取組方針】

③スマート農業 ④畑地化・輸出等

⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他

（２）農地中間管理機構の活用方針

　農地中間管理機構を活用し、認定農業者や新規就農者、中堅農業者（半農半X等）等の担い手を中心に農
地の集積や集約を進めていく。

　地域全体の農地を農地中間管理機構に貸し付け、また、担い手の経営意向を考慮し、段階的な集約化を目
指す。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

　農作業の効率化と遊休農地の適切な管理のため、農作業委託を受ける者について地域内外で連携を進め
ていく。

　市やJAと連携し、地域内に限らず地域外からも多様な経営体を募集し、栽培技術の習得や農地のあっせ
ん、相談から就農、定着までの切れ目のない支援体制の構築をする。

（１）農用地の集積、集約化の方針

　農地中間管理機構関連農地整備事業を活用した、農地の大区画化や経営作物の転換に向けた基盤整備に
ついて、担い手のニーズの把握及び情報共有しながら実施に向け進めていく。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

（３）基盤整備事業への取組方針



農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要

ha

ha

ha

（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

参考様式第５－１号

静岡市長　難波　喬司

静岡市市町村名
(市町村コード) (221007)

07 静 経 農 農 利 第 324 号

令 和 7 年 10 月 2 日

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

区域内の農用地等面積

　農振農用地区域内の農地（青地）を農業上の利用が行われる区域とする。
　以下の農地における農振除外の実施について、協議の場（令和７年９月24日開催）において、地域計画の区
域内の農地の効率的かつ総合的な利用に支障がないことを確認した。
・静岡市清水区西里140-1      270㎡
・静岡市清水区西里141-1      265㎡
・静岡市清水区西里145-1      547㎡
・静岡市清水区西里146-1      746㎡

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積

ー

215.80

311.07

　両河内地区における認定農業者の平均年齢は58.8歳であり、市内の認定農業者の平均年齢よりも低いが、後継者不足
は深刻であり、地区の農業の将来を見据えると新規就農者の確保と育成は喫緊の課題である。地区内には茶生産を行い
法人もいくつかあり、それらを中心とした地域農業の発展も可能性がある。
　地区内の農地は平坦な農地がみられる一方で山間部の農地は急傾斜地が多く、そこでは生産がされていない農地も多
く発生している。また、地区全体としてイノシシ、シカをはじめとした鳥獣被害の影響がある。
【地域の基礎データ】認定農業者：13名（個人12名、法人1名）、主な作物：茶

　茶をはじめとした両河内地区で生産されている作物の生産基盤及びブランドの維持を図るため、今後も農業
上の利用が可能な農地を中心に地域の農業の担い手を地域内に限らず確保していく。また、担い手がより耕
作しやすい状況を整えるため、農用地のうち農業上の利用が可能な農地を中心に集積・集約を進める。山間
部については現在耕作がされている農地を守りつつ必要な保全管理を進める。

地域名
（地域内農業集落名）

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してくださ
い。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

両河内地区

（清地・高瀬・中河内１区・遠呂島・木山野・神沢原・板井沢・樽・湯沢・和田島・高山・茂野島・葛沢・土・布沢・西里・河内・大平）

協議の結果を取りまとめた年月日
令和7年9月30日

（第３回）



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

①イノシシや、シカ等の獣害を最小限に抑えるため、防護柵や電気柵の設置を進める。
⑦住宅地と近接する農地も多く、災害や鳥獣被害発生の防止という観点から、農地の適切な保全や管理につ
いての共通認識を図っていく。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

【選択した上記の取組方針】

③スマート農業 ④畑地化・輸出等

⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他

（２）農地中間管理機構の活用方針

　農地中間管理機構を活用し、認定農業者や新規就農者、中堅農業者（半農半X等）等の担い手を中心に農
地の集積や集約を進めていく。

　地域全体の農地を農地中間管理機構に貸し付け、また、担い手の経営意向を考慮し、段階的な集約化を目
指す。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

　農作業の効率化と遊休農地の適切な管理のため、農作業委託を受ける者について地域内外で連携を進め
ていく。

　市やJAと連携し、地域内に限らず地域外からも多様な経営体を募集し、栽培技術の習得や農地のあっせ
ん、相談から就農、定着までの切れ目のない支援体制の構築をする。

（１）農用地の集積、集約化の方針

　農地中間管理機構関連農地整備事業を活用した、農地の大区画化や経営作物の転換に向けた基盤整備に
ついて、担い手のニーズの把握及び情報共有しながら実施に向け進めていく。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

（３）基盤整備事業への取組方針



農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要

ha

ha

ha

（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

地域名
（地域内農業集落名）

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してくださ
い。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

由比地区

（由比・北田・町屋原・今宿・平・寺尾・東倉沢・西倉沢・西山寺・阿僧・白井沢・東山寺・
室野・入山）

協議の結果を取りまとめた年月日
令和7年9月30日

（第３回）

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

　由比地区で生産されている柑橘等の生産基盤の維持を図るため、地域の農業を担う担い手を地域内に限ら
ず確保していく。
　また、担い手がより耕作しやすい状況を整えるため、基盤整備や農地集積・集約を推進する。

区域内の農用地等面積

　農振農用地区域内の農地（青地）を農業上の利用が行われる区域とする。

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。

　由比地区では農業者の高齢化や後継者不足が急速に進行しており、将来を見据えると新規就農者の確保
や育成は喫緊の課題である。
　このため、今後の地域農業を担う担い手が効率的で安定的な収入を得られるような農業経営を実現するた
め、農地の集積や集約のほか、基盤整備の実施について地域全体で検討していく必要がある。
【地域の基礎データ】認定農業者：16経営体（個人16経営体）　主な作物：柑橘

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積

－

253.57

298.21

参考様式第５－１号

静岡市長　難波　喬司

静岡市市町村名
(市町村コード) （　221007　）

07 静 経 農 農 利 第 324 号

令 和 7 年 10 月 2 日



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

　地域内での農作業の効率化を図り、遊休農地の発生を抑止するため、作業の分担や委託に向けた連携に
ついて検討する。

　市やJAと連携し、地域内に限らず地域外からも多様な経営体を募集し、栽培技術の習得や農地のあっせ
ん、相談から就農、定着までの切れ目のない支援体制の構築をする。

（１）農用地の集積、集約化の方針

　農地中間管理機構関連農地整備事業を活用した、農地の大区画化や経営作物の転換に向けた基盤整備に
ついて、担い手のニーズの把握及び情報共有しながら実施に向け進めていく。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

（３）基盤整備事業への取組方針

（２）農地中間管理機構の活用方針

　農地中間管理機構を活用し、認定農業者や新規就農者、中堅農業者（半農半X等）等の担い手を中心に農
地の集積や集約を進めていく。

　地域全体の農地を農地中間管理機構に貸し付け、また、担い手の経営意向を考慮し、段階的な集約化を目
指す。

①イノシシやシカ、サル等の獣害を最小限に抑えるため、防護柵や電気柵の設置のほか、それら動物の捕獲
ができる人材の確保・育成を進める。
⑩由比地区では古くから柑橘の生産が盛んに行われてきており、ビワやブドウなど果樹類の生産も行われて
いる。それを将来に継承していくための担い手の確保について、行政やＪＡと連携して進めていく。
⑩効率化及び機械化を図るため、道路整備などを進めていく。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

【選択した上記の取組方針】

③スマート農業 ④畑地化・輸出等

⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他



農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要

ha

ha

ha

（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

参考様式第５－１号

静岡市長　難波　喬司

静岡市市町村名
(市町村コード) （　221007　）

07 静 経 農 農 利 第 324 号

令 和 7 年 10 月 2 日

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

　蒲原地区で生産されている柑橘等の生産基盤の維持を図るため、地域の農業を担う担い手を地域内に限ら
ず確保していく。
　また、担い手がより耕作しやすい状況を整えるため、基盤整備や農地の集積及び集約を推進する。

区域内の農用地等面積

　農振農用地区域内の農地（青地）を農業上の利用が行われる区域とする。

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積

－

151.24

180.36

　蒲原地区では農業者の高齢化や後継者不足が急速に進行しており、将来を見据えると新規就農者の確保
や育成は喫緊の課題である。
　このため、地域農業を担う担い手が効率的で安定的な収入を得られる農業経営を実現するため、農地の集
積や集約等について地域全体で検討していく必要がある。
　【地域の基礎データ】認定農業者13経営体（個人11経営体、法人２経営体）　主な作物：柑橘

地域名
（地域内農業集落名）

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してくださ
い。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

蒲原地区

（神沢・堰沢・中・小金・新田・西町・善福寺・堀川・棚・本町・天王町・八幡町・諏訪町・新
諏訪・蒲原）

協議の結果を取りまとめた年月日
令和7年9月30日

（第３回）



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

①イノシシやシカ、サル等の獣害を最小限に抑えるため、防護柵や電気柵の設置のほか、それら動物の捕獲
ができる人材の確保・育成を進める。
⑩蒲原地区では古くから柑橘の生産が盛んに行われてきており、ビワやブドウなど果樹類の生産も行われて
いる。それを将来に継承していくための担い手の確保について、行政やＪＡと連携して進めていく。
⑩効率化及び機械化を図るため、道路整備などを進めていく。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

【選択した上記の取組方針】

③スマート農業 ④畑地化・輸出等

⑧農業用施設 ⑨耕畜連携等 ⑩その他

（２）農地中間管理機構の活用方針

　農地中間管理機構を活用し、認定農業者や新規就農者、中堅農業者（半農半X等）等の担い手を中心に農
地の集積や集約を進めていく。

　地域全体の農地を農地中間管理機構に貸し付け、また、担い手の経営意向を考慮し、段階的な集約化を目
指す。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

　地域内での農作業の効率化を図り、遊休農地の発生を抑止するため、作業の分担や委託に向けた連携に
ついて検討する。

　市やJAと連携し、地域内に限らず地域外からも多様な経営体を募集し、栽培技術の習得や農地のあっせ
ん、相談から就農、定着までの切れ目のない支援体制の構築をする。

（１）農用地の集積、集約化の方針

　農地中間管理機構関連農地整備事業を活用した、農地の大区画化や経営作物の転換に向けた基盤整備に
ついて、担い手のニーズの把握及び情報共有しながら実施に向け進めていく。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

（３）基盤整備事業への取組方針


